
  

  

【表紙】   

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 東海財務局長 

【提出日】 平成17年12月27日 

【中間会計期間】 第108期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

【会社名】 共和レザー株式会社 

【英訳名】 KYOWA LEATHER CLOTH CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  野 田 直 樹 

【本店の所在の場所】 静岡県浜松市東町1876番地 

【電話番号】 053(425)2121 

【事務連絡者氏名】 常務取締役経理部長  成 瀬 泰 彦 

【最寄りの連絡場所】 静岡県浜松市東町1876番地 

【電話番号】 053(425)2121 

【事務連絡者氏名】 常務取締役経理部長  成 瀬 泰 彦 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

    

    



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 上記売上高は、消費税等抜で表示している。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

３ 第107期中間より平均臨時雇用者数を記載している。 

  

回次 第106期中 第107期中 第108期中 第106期 第107期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 16,945 16,987 17,852 35,035 34,714

経常利益 (百万円) 540 393 397 1,267 723

中間(当期)純利益 (百万円) 279 177 164 734 356

純資産額 (百万円) 24,420 24,797 25,009 24,739 24,919

総資産額 (百万円) 39,004 39,162 39,671 39,828 38,899

１株当たり純資産額 (円) 996.77 1,012.18 1,020.84 1,007.61 1,014.64

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 11.41 7.23 6.73 27.82 12.06

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.6 63.3 63.0 62.1 64.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 953 712 1,145 1,879 1,583

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1 △1,228 △41 △1,740 △2,386

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △169 △190 △100 △377 △390

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 3,855 2,150 2,666 2,814 1,664

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
951 
(－)

1,005
(176)

1,037
(188)

926 
(－)

1,005
(202)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 上記売上高は、消費税等抜で表示している。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

３ 第107期中間より平均臨時雇用者数を記載している。 

  

回次 第106期中 第107期中 第108期中 第106期 第107期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 12,762 12,915 13,772 26,472 26,736

経常利益 (百万円) 456 254 358 954 496

中間(当期)純利益 (百万円) 284 173 218 635 348

資本金 (百万円) 1,810 1,810 1,810 1,810 1,810

発行済株式総数 (千株) 24,500 24,500 24,500 24,500 24,500

純資産額 (百万円) 21,822 22,195 22,466 22,140 22,342

総資産額 (百万円) 33,897 35,158 36,158 35,134 35,480

１株当たり純資産額 (円) 890.73 905.94 917.02 902.36 910,57

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 11.61 7.07 8.94 24.61 12.80

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 4.00 4.00 4.00 8.00 8.00

自己資本比率 (％) 64.4 63.1 62.1 63.0 63.0

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
640 
(－)

607
(206)

607
(215)

617 
(－)

591
(224)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当企業集団が営む事業の内容について、重要な変更はない。 

また、主要な関係会社に異動はない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

当企業集団の主な事業は、各種合成表皮材の製造販売業であり、事業の種類別セグメントを記載していない。 

当企業集団における従業員数は次のとおりである。 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載している。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使間に特記すべき事項はない。 

  

従業員数(名) 1,037(188) 

従業員数(名) 607(215) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の改善に伴う設備投資・個人消費の増加などにより、緩やかな回
復基調のうちに推移した。 
このような情勢の中で、高付加価値商品・低コスト商品などお客様のニーズに適合した商品の開発や提案を行い

積極的な拡販に努めた結果、当中間連結会計期間の連結売上高は、178億５千２百万円と前年同期(169億８千７百万
円)に比べ5.1％の増加となった。 
売上高を用途別にみると、車両用はリサイクル性に優れたTPO(熱可塑性オレフィン)表皮材や軽量な合成皮革

「ル・カール」を中心に増加し、87億１千７百万円と前年同期(79億８千４百万円)に比べ9.2％増加、壁装用は32億
７千６百万円と前年同期(30億５千万円)に比べ7.4％増加、産業資材用は29億４千万円と前年同期(26億６千８百万
円)に比べ10.2％増加したが、家具・履物・雑貨用売上は需要の低迷により減少となった。 
利益については、総力を挙げて内部改善に努めたが、原油価格の高騰に伴う原材料などの値上がりにより連結経

常利益は３億９千７百万円と前年同期(３億９千３百万円)に比べ1.0％の増加にとどまった。連結中間純利益は１億

６千４百万円と前年同期(１億７千７百万円)に比べ7.0％の減少となった。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における資金(現金および現金同等物)は、前連結会計年度末に比べ10億２百万円増加し、
26億６千６百万円となった。 
  
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは11億４千５百万円の増加となった。 
これは、主に税金等調整前中間純利益３億９千７百万円や減価償却費７億６千万円などによるものである。 
なお、キャッシュ・フローは前年同期に比べ４億３千２百万円増加している。 
  
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは４千１百万円の減少となった。 
これは主に有形固定資産の取得による支出３億４千万円などによるものである。 
なお、キャッシュ・フローは前年同期に比べ11億８千７百万円増加している。 
  
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは１億円の減少となった。 
これは配当金の支払いによるものである。 
なお、キャッシュ・フローは前年同期に比べ８千９百万円増加している。 
  

(注)本報告書の売上高、受注高等は、消費税等抜で表示している。 

  
  
  
  
  
  
  
  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を用途別に示すと、次のとおりである。 
  

(注) 金額は販売価格による。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間の受注高および受注残高を用途別に示すと、次のとおりである。 
  

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を用途別に示すと、次のとおりである。 
  

(注) 主な相手先別販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 

  

用途別 
当中間連結会計期間 

生産高(百万円) 前年同期比(％) 

車両用 8,507 7.5 

壁装用 3,239 4.1 

産業資材用 3,819 15.1 

家具・履物・雑貨用 2,679 △12.0 

計 18,246 4.9 

  当中間連結会計期間

用途別 受注高 受注残高 

  金額(百万円) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％) 

車両用 8,585 6.2 1,945 3.8 

壁装用 3,280 4.0 731 0.2 

産業資材用 3,039 9.3 695 26.7 

家具・履物・雑貨用 2,955 △9.3 366 △7.8 

計 17,861 3.4 3,739 5.3 

用途別 
当中間連結会計期間 

販売高(百万円) 前年同期比(％) 

車両用 8,717 9.2 

壁装用 3,276 7.4 

産業資材用 2,940 10.2 

家具・履物・雑貨用 2,918 △11.2 

計 17,852 5.1 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

 林テレンプ㈱ 3,215 18.9 3,302 18.5



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当企業集団が対処すべき課題について、重要な変更はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当企業集団では、お客様の真のニーズを探り創造的かつ高度な技術力で積極的な研究開発を進めている。その主な活

動は高品位で機能性を有する魅力的な商品の開発とコスト競争力の強化などである。 

主要な開発課題は次のとおりである。 

(1)車両用内装材 

環境保全、リサイクル、軽量化などに対する技術の向上と開発 

自動車の高品質化に対応する新しい合成表皮材の開発 

低コストの内装材料の開発 

(2)建材用壁装材 

デザイン性、機能性、安全性、環境保全、施工性の向上を追求した壁紙の開発 

(3)産業資材用フィルム 

高精度および高意匠フィルム、機能性フィルムの開発 

(4)家具・履物・雑貨用表皮材 

ファッション性や機能性に主眼を置いた合成皮革素材等の開発 

  

  

   なお、当中間連結会計期間の研究開発費は115百万円である。 

  

第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款での定めは、次のとおりである。 

当会社の発行する株式の総数は、8,000万株とする。ただし、消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 24,500,000 24,500,000
東京証券取引所
(市場第１部) 

― 

計 24,500,000 24,500,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 24,500 ― 1,810 ― 1,586



  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

  

  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町 1 8,360 34.12 

豊田通商株式会社 名古屋市中村区名駅 4-9-8 1,554 6.34 

林テレンプ株式会社 名古屋市中区上前津 1-4-5 1,041 4.24 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町 2-2-1 982 4.01 

岩井 進 大阪市西成区梅南 3-3-7 943 3.84 

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町 2-11-3 934 3.81 

岸本産業株式会社 大阪市中央区伏見町 3-3-7 765 3.12 

住友化学株式会社 
（常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社） 

東京都中央区新川2-27-1 

（東京都中央区晴海 1-8-11） 
400 1.63 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海 1-8-11 388 1.58 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(三井アセット信託銀行
再信託分・ＣＭＴＢエクイティイ
ンベストメンツ株式会社信託口) 

東京都中央区晴海 1-8-11 350 1.42 

計 ― 15,719 64.16 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式    600 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 24,493,000 244,930 ― 

単元未満株式 普通株式   6,400 ― ― 

発行済株式総数 24,500,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 244,930 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第１部)におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動はない。 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
共和レザー株式会社 

静岡県浜松市東町1876番地 600 ― 600 0.00

計 ― 600 ― 600 0.00

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 731 688 694 745 829 1,000

最低(円) 636 641 651 684 665 795



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30

日)および当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日)の中間連結財務諸表ならびに前中間会計

期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)および当中間会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日)

の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けている。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    677 1,062   690 

２ 受取手形及び売掛金    10,285 10,516   10,479 

３ 有価証券    1,493 1,613   983 

４ たな卸資産    3,056 3,605   3,453 

５ 繰延税金資産    455 534   462 

６ その他    379 353   563 

  貸倒引当金    △265 △296   △277 

流動資産合計    16,082 41.1 17,390 43.8   16,355 42.0

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物及び構築物   3,053   3,200 2,994   

(2) 機械装置 
  及び運搬具   3,630   3,573 3,911   

(3) 土地   3,657   3,645 3,657   

(4) 建設仮勘定   627   221 39   

(5) その他   536 11,505 29.4 499 11,140 28.1 499 11,101 28.5

２ 無形固定資産          

(1) 連結調整勘定   1,015   859 937   

(2) その他   13 1,029 2.6 13 872 2.2 13 951 2.5

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   7,484   7,581 7,608   

(2) 繰延税金資産   865   808 818   

(3) その他   2,227   1,907 2,094   

  貸倒引当金   △32 10,545 26.9 △29 10,268 25.9 △30 10,491 27.0

固定資産合計    23,080 58.9 22,281 56.2   22,544 58.0

資産合計    39,162 100.0 39,671 100.0   38,899 100.0

           



  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金    8,077 8,296   8,489 

２ 短期借入金    101 ―   ― 

３ 未払金    1,247 757   786 

４ 未払法人税等    104 275   119 

５ その他    1,551 2,112   1,377 

流動負債合計    11,083 28.3 11,440 28.9   10,773 27.7

Ⅱ 固定負債          

１ 繰延税金負債    17 ―   ― 

２ 退職給付引当金    2,630 2,555   2,542 

３ 役員退職慰労引当金    233 266   260 

４ その他    60 48   54 

固定負債合計    2,941 7.5 2,869 7.2   2,858 7.3

負債合計    14,024 35.8 14,310 36.1   13,631 35.0

           

(少数株主持分)          

少数株主持分    340 0.9 350 0.9   349 0.9

           

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,810 4.6 1,810 4.5   1,810 4.7

Ⅱ 資本剰余金    1,586 4.1 1,586 4.0   1,586 4.1

Ⅲ 利益剰余金    21,370 54.6 21,457 54.1   21,451 55.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    136 0.3 248 0.6   213 0.6

Ⅴ  為替換算調整勘定    △105 △0.3 △92 △0.2   △142 △0.4

Ⅵ 自己株式    △0 △0.0 △0 △0.0   △0 △0.0

   資本合計    24,797 63.3 25,009 63.0   24,919 64.1

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計    39,162 100.0 39,671 100.0   38,899 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    16,987 100.0 17,852 100.0   34,714 100.0

Ⅱ 売上原価    14,129 83.2 14,826 83.1   28,752 82.8

   売上総利益    2,858 16.8 3,025 16.9   5,961 17.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  2,583 15.2 2,729 15.2   5,421 15.6

   営業利益    274 1.6 295 1.7   540 1.6

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   92   93 168   

２ 受取配当金   12   8 16   

３ 仕入割引   10   10 22   

４ 貸倒引当金戻入益   57   ― 45   

５ 為替差益   ―   110 ―   

６ その他   85 258 1.5 43 265 1.4 161 413 1.2

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   1   0 2   

２ 売上割引   57   45 119   

３ 有形固定資産処分損   67   88 91   

４ 減価償却費   2   1 2   

５ その他   11 139 0.8 28 164 0.9 14 229 0.7

経常利益    393 2.3 397 2.2   723 2.1

税金等調整前 
中間(当期)純利益    393 2.3 397 2.2   723 2.1

法人税、住民税 
及び事業税   100   310 271   

法人税等調整額   110 210 1.3 △83 226 1.3 82 353 1.0

少数株主利益    5 0.0 5 0.0   13 0.1

中間(当期)純利益    177 1.0 164 0.9   356 1.0

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,586 1,586   1,586

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  1,586 1,586   1,586

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   21,332 21,451   21,332

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １ 中間(当期)純利益 177 164 356 

  ２ 連結子会社の増加に 
   伴う増加高 

11 188 ― 164 11 368

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 配当金 97 97 195 

 ２ 役員賞与 52 150 61 159 52 248

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  21,370 21,457   21,451

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ 
・フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 393 397 723

２ 減価償却費  777 760 1,641

３ 連結調整勘定償却額  78 78 156

４ 退職給付引当金の増減額  △89 12 △177

５ 受取利息及び受取配当金  △104 △101 △184

６ 支払利息  1 0 2

７ 有形固定資産処分損  67 88 91

８ 売上債権の増減額  460 △27 266

９ たな卸資産の増減額  △116 △144 △513

10 仕入債務の増減額  △239 △193 173

11 役員賞与の支払額  △53 △62 △53

12 その他  △232 220 △112

小計  942 1,028 2,013

13 利息及び配当金の受取額  111 97 204

14 利息の支払額  △1 △0 △2

15 法人税等の支払額又は還付 
  額 

 △339 19 △632

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー 

 712 1,145 1,583

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有価証券等の売却 
による収入 

 ― ― 10

２ 有形固定資産 
の取得による支出 

 △1,133 △340 △2,253

３ 投資有価証券 
の取得による支出 

 △4 △20 △4

４ 投資有価証券 
の売却による収入 

 108 100 108

５ その他  △199 219 △247

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー 

 △1,228 △41 △2,386



  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ 
・フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入による収入  100 ― 170

２ 短期借入金の 
返済による支出 

 △150 ― △300

３ 長期借入金の 
返済による支出 

 △39 ― △61

４ 配当金の支払額  △98 △98 △196

５ 少数株主への 
  配当金の支払額 

 △2 △2 △2

６ その他  △0 △0 △0

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー 

 △190 △100 △390

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 0 △0 △0

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額 

 △706 1,002 △1,193

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 2,814 1,664 2,814

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び 
  現金同等物の期首残高 

 43 ― 43

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 2,150 2,666 1,664

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社(５社) 

㈱ナンカイテクナート 

㈱キョーレ 

日本グラビヤ工業㈱ 

キョウワレザーU.S.A.㈱ 

共和サポートアンドサービス

㈱ 

共和サポートアンドサービス

㈱は、重要性が増したため当

中間連結会計期間から連結の

範囲に含めることとした。 

非連結子会社(１社) 

㈱ナンカイ上板工場 

非連結子会社は、資産基準、売

上高基準、利益基準および利益

剰余金基準等のいずれからみて

も小規模であり、全体としても

中間連結財務諸表に重要な影響

をおよぼしていないためであ

る。 

１ 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社(５社) 

㈱ナンカイテクナート 

㈱キョーレ 

日本グラビヤ工業㈱ 

キョウワレザーU.S.A.㈱ 

共和サポートアンドサービス

㈱ 

  

  

  

  

非連結子会社(１社) 

㈱ナンカイ上板工場 

非連結子会社は、資産基準、売

上高基準、利益基準および利益

剰余金基準等のいずれからみて

も小規模であり、全体としても

中間連結財務諸表に重要な影響

をおよぼしていないためであ

る。 

１ 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社(５社) 

㈱ナンカイテクナート 

㈱キョーレ 

日本グラビヤ工業㈱ 

キョウワレザーU.S.A.㈱ 

共和サポートアンドサービス

㈱ 

共和サポートアンドサービス

㈱は、重要性が増したため当

連結会計年度から連結の範囲

に含めることとした。 

非連結子会社(１社) 

㈱ナンカイ上板工場 

非連結子会社は、資産基準、売

上高基準、利益基準および利益

剰余金基準等のいずれからみて

も小規模であり、全体としても

連結財務諸表に重要な影響をお

よぼしていないためである。 

２ 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社１社および関連会

社４社(大和化工㈱、タイナム

共和㈱、南亜共和塑膠有限公

司、共和興塑膠有限公司)に対

する投資については、利益基準

および利益剰余金基準等からみ

て小規模であり、全体としての

重要性が乏しいので持分法を適

用せず原価法により評価してい

る。 

２ 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社１社および関連会

社５社(大和化工㈱、タイナム

共和㈱、南亜共和塑膠有限公

司、共和興塑膠有限公司、２Ｔ

ＥＣＫＹＯＷＡ㈱)に対する投

資については、利益基準および

利益剰余金基準等からみて小規

模であり、全体としての重要性

が乏しいので持分法を適用せず

原価法により評価している。 

２ 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社１社および関連会

社５社(大和化工㈱、タイナム

共和㈱、南亜共和塑膠有限公

司、共和興塑膠有限公司、２Ｔ

ＥＣＫＹＯＷＡ㈱)に対する投

資については、利益基準および

利益剰余金基準等からみて小規

模であり、全体としての重要性

が乏しいので持分法を適用せず

原価法により評価している。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうち、中間決算日

が中間連結決算日(９月30日)と

異なる子会社は次のとおりであ

る。 

キョウワレザーU.S.A.㈱ 

６月30日 

中間連結財務諸表作成にあたっ

ては、連結子会社の中間決算日

現在の中間財務諸表を使用して

いる。ただし、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行

っている。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社のうち、決算日が連

結決算日(３月31日)と異なる子

会社は次のとおりである。 

キョウワレザーU.S.A.㈱ 

12月31日 

連結財務諸表作成にあたって

は、連結子会社の決算日現在の

財務諸表を使用している。ただ

し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上

必要な調整を行っている。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

(イ)満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法)によ

っている。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

(イ)満期保有目的の債券 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

(イ)満期保有目的の債券 

同左 

   (ロ)その他有価証券 

     時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法によ

っている。なお、評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定している。 

   (ロ)その他有価証券 

     時価のあるもの 

同左 

   (ロ)その他有価証券 

     時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法によって

いる。なお、評価差額

は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は

移動平均法により算定

している。 

     時価のないもの 

移動平均法による原価

法によっている。 

     時価のないもの 

同左 

     時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

原材料は、主として移動平

均法による低価法、その他

のたな卸資産は主として移

動平均法による原価法によ

っている。 

  ② たな卸資産 

同左 

  ② たな卸資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

主として定率法を採用し、

耐用年数、残存価額につい

ては法人税法に定める基準

と同一の基準を採用してい

る。なお、機械装置および

その他の有形固定資産の工

具器具備品については、税

法に規定する償却可能限度

額に到達した後、実質的残

存価額まで償却を行ってい

る。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

定額法を採用している。 

  ② 無形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率等を勘案

し、また貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上してい

る。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同左 

  ② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上してい

る。 

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による

定額法により、それぞれ発

生の翌連結会計年度から費

用処理している。 

  ② 退職給付引当金 

同左 

  ② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および

年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上している。 

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による

定額法により、それぞれ発

生の翌連結会計年度から費

用処理している。 

  ③ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

当中間連結会計期間末要支

給額を計上している。 

  ③ 役員退職慰労引当金 

同左 

  ③ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

当連結会計年度末要支給額

を計上している。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

変動金利の借入金の借入時に

おいて金利変動リスクをヘッ

ジするために、内部規定に基

づいて、金利スワップを利用

している。 

なお、この金利スワップにつ

いては、特例処理を採用して

いる。 

――――――――  (5) 重要なヘッジ会計の方法 

変動金利の借入金の借入時に

おいて金利変動リスクをヘッ

ジするために、内部規定に基

づいて、金利スワップを利用

している。 

なお、この金利スワップにつ

いては、特例処理を採用して

いる。 



  

  
  

会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の処理方法 

税抜方式で処理している。 

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の処理方法 

同左 

 (6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の処理方法 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、要求

払預金および容易に換金可能で

あり、かつ、価値変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に満期または

償還期限の到来する短期投資か

らなっている。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、要求払預

金および容易に換金可能であ

り、かつ、価値変動について僅

少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に満期または償

還期限の到来する短期投資から

なっている。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準の

適用) 

当中間連結会計期間から 「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年8月9日)) および 「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第6号

平成15年10月31日)を適用してい

る。 

これによる税金等調整前中間純利益

に与える影響はない。 

―――――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準の

適用) 

当連結会計年度から 「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年8月9日)) および 「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第6号 平成

15年10月31日)を適用している。 

これによる税金等調整前当期純利益

に与える影響はない。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

―――――――― 

(中間連結損益計算書) 

前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」に

含めていた「為替差益」は、営業外収益の総額の100分

の10を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記す

ることとした。 

なお、前中間連結会計期間の営業外収益の「その他」

に含まれる「為替差益」は21百万円である。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、32,620百万円である。 

  

  

  

  

―――――― 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、33,604百万円である。 

  

 ２ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機

関からの借入に対し債務保証

を行っている。 

共和興塑膠有限公司 

63百万円 

２ＴＥＣＫＹＯＷＡ㈱ 

227百万円 

計      290百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、33,163百万円である。 

  

  

  

  

―――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりである。 

運賃荷造費 524百万円

給料・手当・ 
賞与 

739百万円

退職給付費用 58百万円

役員退職慰労 
引当金繰入 

29百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりである。 

運賃荷造費 563百万円

給料・手当・
賞与 

832百万円

退職給付費用 56百万円

役員退職慰労
引当金繰入 

29百万円

貸倒引当金繰入 19百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりである。 

運賃荷造費 1,195百万円

給料・手当・ 
賞与 

1,451百万円

退職給付費用 117百万円

役員退職慰労 
引当金繰入 

54百万円

 ２ 当中間連結会計期間に係る納

付税額および法人税等調整額

は、提出会社の当事業年度に

おいて予定している利益処分

による圧縮積立金等の取崩し

を前提として当中間連結会計

期間に係る金額を計算してい

る。 

 ２ 同左 ―――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   現金及び現金同等物の中間期    現金及び現金同等物の中間期    現金及び現金同等物の期末残



  

末残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関

係 

現金及び 
預金勘定 

677百万円

有価証券勘定 1,493百万円

計 2,170百万円

償還期限が 
３ヶ月を超 
える債券等 

△20百万円

現金及び 
現金同等物 

2,150百万円

末残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関

係 

現金及び
預金勘定 

1,062百万円

有価証券勘定 1,613百万円

計 2,676百万円

償還期限が
３ヶ月を超 
える債券等 

△10百万円

現金及び
現金同等物 

2,666百万円

高と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

  

現金及び
預金勘定 

690百万円

有価証券勘定 983百万円

計 1,674百万円

償還期限が
３ヶ月を超 
える債券等 

△10百万円

現金及び
現金同等物 

1,664百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

(注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定している。 

  

  
取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

機械 
装置 915 273 641 

工具 
器具 
備品 

148 100 47 

合計 1,063 374 689 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

(注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定している。 

  

  
取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円) 

機械 
装置 915 334 580

工具 
器具 
備品 

121 48 72

合計 1,036 383 653

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額 

(注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してい

る。 

取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 
  

(百万円) 
機械
装置 915 304 611 

工具
器具 
備品 

126 57 68 

合計 1,041 362 679 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める

その割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

いる。 

１年内 85百万円

１年超 603百万円

合計 689百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める

その割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

いる。 

１年内 84百万円

１年超 568百万円

合計 653百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

(注) 未経過リース料期末残高相

当額は、有形固定資産の期

末残高等に占めるその割合

が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

１年内 83百万円

１年超 595百万円

合計 679百万円

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

(1) 支払リース料 47百万円

(2) 減価償却費 
  相当額 

47百万円

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

(1) 支払リース料 43百万円

(2) 減価償却費
  相当額 

43百万円

３ 支払リース料および減価償却費

相当額 

(1) 支払リース料 95百万円

(2) 減価償却費
  相当額 

95百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

    同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

    同左 



(有価証券関係) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はない。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

種類 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

取得原価 
(百万円) 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 253 487 234 253 665 412 253 561 308

(2) 債券         

   国債等 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

   社債 2,851 2,858 7 2,841 2,857 16 2,845 2,908 62

   その他 ― ― ― 20 20 0 ― ― ―

(3) その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 3,104 3,346 241 3,114 3,543 428 3,098 3,469 370

種類 

前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券  

非上場外国債券 3,993 3,893 3,993

計 3,993 3,893 3,993

(2) その他有価証券  

非上場株式 51 48 48

MMF 633 873 473

公社債投信 860 740 510

計 1,545 1,662 1,032



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しているので、開示の対象から除いている。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はない。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はない。 

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)および前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当企業集団(当社および連結子会社)は、その主な事業として各種合成樹脂製品の製造、加工ならびに販売を行って

いるが、その事業の売上高・営業利益とも全セグメントの売上高・営業利益の90％超であるため、事業の種類別セ

グメント情報は開示していない。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)および前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)  

全セグメントの売上高の合計額に占める本国の割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報は開示

していない。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高は開示していない。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

(注)１．国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国または地域 

 (1)ア ジ ア ・・・・・・・・・・韓国、中国等 

 (2)北  米  ・・・・・・・・・・米国 

 (3)その他の地域・・・・・・・・・・イギリス等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

区   分 アジア 北 米 その他の地域 計 

海外売上高(百万円) 1,087 1,060 190 2,338 

連結売上高(百万円) ― ― ― 17,852 

連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

6.1 5.9 1.1 13.1 



海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高は開示していない。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  
  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,012円18銭 １株当たり純資産額 1,020円84銭 １株当たり純資産額 1,014円64銭

１株当たり 
中間純利益金額 

7円23銭
１株当たり 
中間純利益金額 

6円73銭
１株当たり
当期純利益金額 

12円06銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため、記載していな

い。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため、記載していな

い。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため、記載していない。 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

中間(当期)純利益(百万円) 177 164 356

普通株主に帰属しない金額(百万
円) 

― ― 61

(うち利益処分による役員賞与金
(百万円)) 

― ― 61

普通株式に係る中間(当期)純利益
(百万円) 

177 164 295

普通株式の期中平均株式数(千株) 24,499 24,499 24,499



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    83 51   61 

２ 受取手形    2,760 2,273   2,610 

３ 売掛金    5,120 6,874   5,966 

４ 有価証券    1,493 1,613   983 

５ たな卸資産    2,178 2,200   2,313 

６ 繰延税金資産    323 352   325 

７ その他    299 334   538 

  貸倒引当金    △206 △233   △220 

流動資産合計    12,053 34.3 13,466 37.3   12,581 35.5

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物    2,065 2,254   2,031 

(2) 機械装置    2,907 2,979   3,239 

(3) 土地    2,875 2,875   2,875 

(4) その他    1,330 793   716 

有形固定資産合計    9,179 26.1 8,902 24.6   8,863 25.0

２ 無形固定資産    9 0.0 9 0.0   9 0.0

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券    12,275 12,345   12,387 

(2) 繰延税金資産    516 497   490 

(3) その他    1,125 938   1,149 

  貸倒引当金    △1 △1   △1 

投資その他の資産 
合計    13,915 39.6 13,779 38.1   14,025 39.5

固定資産合計    23,104 65.7 22,691 62.7   22,898 64.5

資産合計    35,158 100.0 36,158 100.0   35,480 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形    1,735 1,527   1,672 

２ 買掛金    4,618 4,946   5,069 

３ 未払金    1,208 749   713 

４ 未払法人税等    20 157   36 

５ 設備支払手形    422 831   347 

６ 預り金    2,169 2,777   2,659 

７ その他    613 580   521 

流動負債合計    10,788 30.7 11,572 32.0   11,019 31.0

Ⅱ 固定負債          

１ 退職給付引当金    2,080 2,010   2,006 

２ 役員退職慰労引当金    94 109   110 

固定負債合計    2,175 6.2 2,119 5.9   2,117 6.0

負債合計    12,963 36.9 13,691 37.9   13,137 37.0

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,810 5.2 1,810 5.0   1,810 5.1

Ⅱ 資本剰余金          

  資本準備金    1,586 1,586   1,586 

資本剰余金合計    1,586 4.5 1,586 4.4   1,586 4.5

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金    452 452   452 

２ 任意積立金          

 (1)特別償却準備金   25   18 25   

 (2)固定資産圧縮積立金   578   559 578   

 (3)別途積立金   15,900 16,503 15,900 16,477 15,900 16,503 

３ 中間(当期) 
  未処分利益    1,759 1,948   1,836 

利益剰余金合計    18,715 53.2 18,879 52.2   18,792 53.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    82 0.2 190 0.5   153 0.4

Ⅴ 自己株式    △0 △0.0 △0 △0.0   △0 △0.0

資本合計    22,195 63.1 22,466 62.1   22,342 63.0

負債資本合計    35,158 100.0 36,158 100.0   35,480 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    12,915 100.0 13,772 100.0   26,736 100.0

Ⅱ 売上原価    11,086 85.8 11,734 85.2   22,795 85.3

売上総利益    1,829 14.2 2,037 14.8   3,941 14.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費    1,760 13.7 1,853 13.5   3,697 13.8

営業利益    68 0.5 184 1.3   243 0.9

Ⅳ 営業外収益          

 １ 受取利息   92   93 168   

 ２ その他の営業外収益   215 307 2.4 237 331 2.4 268 437 1.7

Ⅴ 営業外費用          

 １ 支払利息   17   26 34   

 ２ その他の営業外費用   104 121 0.9 130 156 1.1 149 183 0.7

経常利益    254 2.0 358 2.6   496 1.9

   税引前中間(当期) 
   純利益    254 2.0 358 2.6   496 1.9

   法人税、住民税 
   及び事業税   23   197 113   

   法人税等調整額   58 81 0.7 △58 139 1.0 35 148 0.6

   中間(当期)純利益    173 1.3 218 1.6   348 1.3

   前期繰越利益    1,586 1,729   1,586 

   中間配当額    ― ―   97 

   中間(当期) 
   未処分利益    1,759 1,948   1,836 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法)によ

っている。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 満期保有目的の債券 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 満期保有目的の債券 

同左 

② 子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法

によっている。 

② 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

② 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  ③ その他有価証券 

(イ)時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法によ

っている。 

なお、評価差額は全部

資本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定してい

る。 

  ③ その他有価証券 

(イ)時価のあるもの 

同左 

  ③ その他有価証券 

(イ)時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法によって

いる。 

なお、評価差額は全部

資本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定してい

る。 

   (ロ)時価のないもの 

移動平均法による原価

法によっている。 

   (ロ)時価のないもの 

同左 

   (ロ)時価のないもの 

同左 

(2) たな卸資産 

原材料は移動平均法による

低価法、その他は移動平均

法による原価法によってい

る。 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用し、耐用年

数、残存価額については、

法人税法に定める基準と同

一の基準を採用している。 

ただし、機械装置および工

具器具備品については、税

法に規定する償却可能限度

額に到達した後、実質的残

存価額まで償却を行ってい

る。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用している。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率等を勘案

し、また貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上してい

る。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上している。 

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額

法により、それぞれ発生の

翌事業年度から費用処理し

ている。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認

められる額を計上している。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法によ

り、それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理している。 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

当中間会計期間末要支給額

を計上している。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく当事

業年度末要支給額を計上して

いる。 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の処理方法 

税抜方式で処理している。 

なお、仮受消費税等および仮

払消費税等は相殺のうえ、流

動負債の「未払金」に含めて

表示している。 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の処理方法 

同左 

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の処理方法 

税抜方式で処理している。 



会計処理の変更 

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準の

適用) 

当中間会計期間から 「固定資産の

減損に係る会計基準」 (「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年8月9日)) および 「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第6号 平成

15年10月31日) を適用している。 

これによる税引前中間純利益に与え

る影響はない。 

―――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準の

適用) 

当事業年度から 「固定資産の減損

に係る会計基準」 (「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年8

月9日)) および 「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第6号 平成15年

10月31日) を適用している。 

これによる税引前当期純利益に与え

る影響はない。 

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

  

26,564百万円 

  

  

27,332百万円 27,014百万円 

 ２ 保証債務 ―――――― 以下の会社の金融機関から

の借入に対し、債務保証を

行っている。 

共和興塑膠有限公司 

63百万円 

２ＴＥＣＫＹＯＷＡ㈱ 

227百万円 

計      290百万円 

―――――― 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 減価償却実施額       

有形固定資産 620百万円 618百万円 1,333百万円 

無形固定資産 0百万円 

  

0百万円 0百万円 

２ 法人税、住民税及

び事業税 

当中間会計期間に係る納付

税額および法人税等調整額

は、当事業年度において予

定している利益処分による

圧縮積立金等の取崩しを前

提として当中間会計期間に

係る金額を計算している。 

同左 ―――――― 



(リース取引関係) 

  

  
  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額および中間期

末残高相当額 

(注) 取得価額相当額

は、未経過リース

料中間期末残高が

有形固定資産の中

間期末残高等に占

める割合が低いた

め、支払利子込み

法により算定して

いる。 

  

 
取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械 
装置 

689 207 481

工具 

器具 
備品 

111 77 33

計 800 284 515

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額および中間期

末残高相当額 

(注) 取得価額相当額

は、未経過リース

料中間期末残高が

有形固定資産の中

間期末残高等に占

める割合が低いた

め、支払利子込み

法により算定して

いる。 

 
取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械

装置 
689 253 435

工具

器具 
備品 

67 28 38

計 756 281 474

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額および期末残

高相当額 

(注) 取得価額相当額

は、未経過リース

料期末残高が有形

固定資産の期末残

高等に占める割合

が低いため、支払

利子込み法により

算定している。 

 

  
取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高
相当額 
  

(百万円)

機械

装置 
689 230 458

工具

器具 
備品 

64 36 28

計 753 266 487

  ２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

(注) 未経過リース料中

間期末残高相当額

は、有形固定資産

の中間期末残高等

に占める割合が低

いため、支払利子

込み法により算定

している。 

一年内 64百万円

一年超 451百万円

合計 515百万円

２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

(注) 未経過リース料中

間期末残高相当額

は、有形固定資産

の中間期末残高等

に占める割合が低

いため、支払利子

込み法により算定

している。 

一年内 59百万円

一年超 414百万円

合計 474百万円

２ 未経過リース料期末残

高相当額 

(注) 未経過リース料期

末残高相当額は、

有形固定資産の期

末残高等に占める

その割合が低いた

め、支払利子込み

法により算定して

いる。 

一年内 57百万円

一年超 429百万円

合計 487百万円

  ３ 支払リース料および減

価償却費相当額 

 (1) 支払リース料 

35百万円 

 (2) 減価償却費相当額 

35百万円 

３ 支払リース料および減

価償却費相当額 

 (1) 支払リース料 

30百万円 

 (2) 減価償却費相当額 

30百万円 

３ 支払リース料および減

価償却費相当額 

 (1) 支払リース料 

71百万円 

 (2) 減価償却費相当額 

71百万円 

  ４ 減価償却費相当額の算

定方法 

リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってい

る。 

４ 減価償却費相当額の算

定方法 

    同左 

４ 減価償却費相当額の算

定方法 

    同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  
  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 905円94銭 １株当たり純資産額 917円02銭 １株当たり純資産額 910円57銭

１株当たり 
中間純利益金額 

7円07銭
１株当たり 
中間純利益金額 

8円94銭
１株当たり
当期純利益金額 

12円80銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため、記載していな

い。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため、記載していな

い。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため、記載していない。 

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

中間(当期)純利益(百万円) 173 218 348

普通株主に帰属しない金額(百万
円) 

― ― 34

(うち利益処分による役員賞与金
(百万円)) 

― ― 34

普通株式に係る中間(当期)純利益
(百万円) 

173 218 313

普通株式の期中平均株式数(千株) 24,499 24,499 24,499



(2) 【その他】 

① 平成17年11月11日開催の取締役会において、平成17年９月30日の最終の株主名簿(実質株主名簿を含む)に記載

または記録された株主に対して行う中間配当につき、次のとおり決議した。 

(イ)中間配当金総額……………………………………………… 97,997,304 円 

(ロ)１株当たり中間配当金…………………………………………………  4 円 

(ハ)支払請求権の効力発生日ならびに支払開始日………平成17年12月12日 

  

② その他、特記すべき事項はない。 

  

第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出している。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はない。 

(1) 
有価証券報告書 
およびその添付書類 

事業年度 
(第107期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
東海財務局長に提出 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２２日

共 和 レ ザ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている共和レザー株式会社

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、共和レザー株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 正 明 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 宮 本 正 司 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２６日

共 和 レ ザ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている共和レザー株式会社

の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）

に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、共和レザー株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 房 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 宮 本 正 司 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２２日

共 和 レ ザ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている共和レザー株式会社

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１０７期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、共和レ

ザー株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年

９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 正 明 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 宮 本 正 司 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２６日

共 和 レ ザ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている共和レザー株式会社

の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第108期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に

係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、共和レ

ザー株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 房 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 宮 本 正 司 
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